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第 1章 長寿命化計画の背景と目的 
 

第１章 長寿命化計画の背景と目的 

 

１－１ 計画の背景 

 

 我が国では、本格的な少子高齢化社会、人口・世帯減少社会を迎え、現在及び将来にお

ける国民の豊かな住生活を実現するため、平成 18年 6 月に住生活基本法が制定された。住

宅建設を重視した政策から良質なストックを将来世代へ継承していくことを主眼とした政

策へ大きく転換する必要があることが示されている。 

 本町では、平成 23 年度に策定した町営住宅長寿命化計画に基づき、町営住宅の安定的な

確保を図ってきた。しかし、ストック重視の社会背景のもと、厳しい財政状況の中で老朽

化したストックが更新期を迎えつつあるなか、公営住宅等に関する長寿命化の視点を含め

た効率的な更新計画等が課題となっている。 

 また、ライフサイクルコストの縮減を目指すために定期的な点検等の確実な実施やその

結果を踏まえた早期修繕の実施、計画的な修繕による予防保全的管理の実施、長寿命化に

資する改善事業の実施に取り組むことが重要である。 

 
 

１－２ 計画の目的 

 
吉富町が管理する町営住宅において、平成23年11月に策定した「吉富町営住宅長寿命化

計画」から数年が経過し、人口の減少や高齢化の進展、空き家の増加や民間共同住宅の増

加など、社会経済状況や地域の住宅事情との整合を図るため、長期的な視点から見直しを

行うことを目的とする。 

また、上位計画の福岡県住生活基本計画も見直され、今後の町営住宅管理運営の適正化

を図るため、これまでの進捗と成果を検証するとともに、確実な点検の実施及びその点検

結果に基づく予防保全的な維持管理、町の財政状況を踏まえた効果的な修繕など、ライフ

サイクルコストの縮減による事業費の平準化に がる計画として策定する。 
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第 1章 長寿命化計画の背景と目的 
 

 １－３ 計画の位置づけ 

 

 本計画は、本町の最上位計画である「第 4 次吉富町総合計画」を踏まえるとともに、経

営的視点からの公共施設全体の最適化を図る「吉富町公共施設等総合管理計画」による考

え方や方針を取り入れ、本町の町営住宅に関する施設別計画として位置づける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 本計画の位置づけ 

 

１－４ 計画期間の設定 

 
中長期の事業内容、実施時期、各住棟の供用期間等を検討し、長期的な管理の見通しを

立てる中で、その見通しに基づき、事業実施計画として町営住宅長寿命化計画の策定をす

る。策定には、一定程度の計画期間を確保する必要があるため、計画期間を平成 30年度か

ら平成 39 年度までの 10 年間とする。また、社会情勢の変化、事業の進捗状況等に応じ、

概ね 5年ごとの定期的な見直しと必要に応じての見直しを行う。 

 

 

 

  

 

 

図 1-2 本計画の期間  

第 4次吉富町総合計画 

吉富町公共施設等総合管理計画 

国・県 吉富町 
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～福岡県住生活基本計画～ 

吉富町の住宅政策 
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生
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（本計画） 
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定期的な見直し（5年ごと） 

＋必要に応じて見直し 
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第 1章 長寿命化計画の背景と目的 
 

１－５ 計画の対象 

 

本計画の対象区域は、吉富町区域全域とする。また、計画対象とする町営住宅は、表 1-1

のとおり、6団地、160 戸とする。次ページに町営住宅の位置図を示す。 

 

表 1-1 吉富町営住宅計画対象 

 

 

 

 

 

 

  

団地 種別 建設年度 構造・階数 戸数 耐用年数

高浜 公営 昭和49年 簡易耐火平屋 20戸 30年

平原 公営 昭和51年 簡易耐火平屋 20戸 30年

間尾 公営 昭和52年 簡易耐火2階 18戸 45年

幸子 公営 平成5～8年 耐火　1～3階 50戸 70年

山王 公営 平成25～27年 木造平屋 17戸 30年

別府 公営 平成29年 耐火　5階 35戸 70年

合計 － － － 160戸 －
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第 1章 長寿命化計画の背景と目的 
 

１－６ 位置図 

 

計画の対象となる町営住宅の位置は図 1-3のとおりである。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3 計画対象位置図 
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第 2章 吉富町における町営住宅の現況 
 

第２章 吉富町における町営住宅の現況分析 

２－１ 吉富町の人口・世帯数 

 

（１）人口・世帯数の推移 

 

 本町は、平成 27 年国勢調査では、人口 6,627 人、世帯数 2,589 世帯となっている。人口は減少

傾向であることが分かる。世帯数は若者の晩婚化や高齢者の一人暮らし等から増加傾向にあった。

しかし、今後人口減少が加速するにつれ、世帯数も減少傾向になっていくことが予測される。 

 

 
図 2-1-1 人口と世帯数の推移 

（出典：各年国勢調査） 
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第 2章 吉富町における町営住宅の現況 
 

（２）年齢別人口の推移 

 

 年齢 3区分別の推移を見ると、65歳以上の人口が年々増加しており、20年間で約 1.6 倍となっ

ている。一方で 15 歳未満と 15 歳～64 歳はともに減少傾向にある。今後も 65 歳以上人口の増加

が考えられる。 

 

表 2-1-1 年齢別人口の推移 

  

 

（出典：各年国勢調査） 

 

 

図 2-1-2  年齢別人口の推移 

  

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
1,276 1,190 1,127 1,015 984
17.7% 16.5% 16.0% 14.9% 14.8%
4,683 4,505 4,237 4,010 3,654
64.8% 62.7% 60.1% 59.1% 55.2%
1,264 1,493 1,680 1,760 1,987
17.5% 20.8% 23.8% 25.9% 30.0%
- - 9 7 2
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※構成比の合計は、年齢区分の構成比を合計しているため、必ずしも 100%とはならない。 
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第 2章 吉富町における町営住宅の現況 
 

（３）世帯人員別一般世帯数の推移 

 

 世帯人員別に一般世帯数の推移を見ると、平成7年から1人世帯と2人世帯が増加傾向にあり、

3人世帯から 6人世帯以上の世帯が減少傾向にある。また、どの年度においても 2人世帯が全体

の約 3割を占めており、一番多い事が分かる。平成 27年においては 1人世帯も 26.6％を占めて

おり、少人数世帯が増加していることが分かる。 

 

表 2-1-2 世帯人員別一般世帯数の推移 

 

 

（出典：各年国勢調査） 

 

 

図 2-1-3  世帯人員別一般世帯数の推移 

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
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431 503 588 676 688
17.9% 19.9% 22.5% 25.6% 26.6%
677 764 829 838 832
28.1% 30.2% 31.7% 31.8% 32.2%
487 507 525 491 471
20.2% 20.0% 20.1% 18.6% 18.2%
414 429 377 383 350
17.2% 16.9% 14.4% 14.5% 13.6%
218 198 197 177 171
9.0% 7.8% 7.5% 6.7% 6.6%
185 131 101 71 70
7.7% 5.2% 3.9% 2.7% 2.7%
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※構成比の合計は、世帯人員区分の構成比を合計しているため、必ずしも 100%とはならない。 
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第 2章 吉富町における町営住宅の現況 
 

２－２ 吉富町の住宅状況 

 

（１）住宅所有関係の状況 

  

 国勢調査における住宅に住む世帯数は平成 22年まで増加傾向にあり、平成 22年から平成 27年

にかけては世帯数の減少とともに、若干の減少がある。持家が75.7％（平成27年）、借家が24.3％

（平成 27 年）であり、公営の借家に公団・公社の借家を加えた公的賃貸住宅の占める割合（以

下「公的借家率」という。）は 5.1％（平成 27 年）である。福岡県（公的借家率：8.2％（国勢調

査より））と比べると、借家率が低い傾向にある。 

 また、民営の借家が増加傾向にあるが、公営・都市機構・公社の借家、給与住宅については減

少傾向である。 

表 2-2-1 住宅所有関係別の推移 

 

（出典：各年国勢調査） 

                   

図 2-2-1 住宅所有関係別の推移  
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第 2章 吉富町における町営住宅の現況 
 

２－３ 町営住宅の概要 

 

（１）町営住宅の現況 

 

 町営住宅は、平成 29年 12 月末現在、6団地 143 戸整備されている。ただし、平成 26 年度から

別府団地建替事業を着手し、平成 29年度末に完成予定である。（完成後 6団地、160 戸となる。） 

 

表 2-3-1 町営住宅一覧 

 

※資料：吉富町健康福祉課 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

棟数 戸数 建築年度 構造 間取り 住戸面積 耐用年数

4 20 1974 簡易耐火　平屋 3K 46.11㎡ 30

5 20 1976 簡易耐火　平屋 3K 47.18㎡ 30

3 18 1977 簡易耐火　２階 3K 58.41㎡ 45

5 50 - - - -

R3-1 (1) (18) 1993 中層耐火　３階 3DK 83.07㎡

R3-2 (1) (18) 1994 中層耐火　３階 3DK 83.07㎡

R2 (1) (8) 1996 耐火　２階 3DK 72.64㎡

R1 (2) (6) 1996 耐火　平屋 3DK 71.37㎡

8 17 - 木造　平屋 - -

(1) (2) - 2LDK 77.61㎡

(2) (4) 【高齢者向け】 1LDK 58.60㎡

(1) (2) - 2LDK 77.61㎡

(2) (4) 【高齢者向け】 1LDK 58.60㎡

(1) (3) - 2LDK 77.61㎡

(1) (2) 【多家族向け】 3LDK 88.46㎡

1 35 2017 中層耐火　５階 - -

(20) 2017 - 3DK 67.06㎡

(15) 〃 【高齢者向け】 2DK 50.10㎡

70

30

70

団地名

高浜団地

平原団地

間尾団地

幸子団地

山王団地

別府団地

2013

2014

2015
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第 2章 吉富町における町営住宅の現況 
 

（２）建設年度別・構造別戸数 

 
建設年度別にみると、昭和 45年から昭和 54年にかけては全体の 36.3％、平成 2年から平成 11

年度にかけては全体の 31.3％、平成 22 年以降は全体の 32.4％が建設されており、現在 160 戸の

供給がなされている。 

構造別にみると、耐火（中耐三、中耐五、耐火平、耐火二）が 85 戸（53.1％）と最も多い。簡

易耐火（簡平、簡二）は 58 戸（36.3％）、木造は 17 戸（10.6％）である。 

昭和 49 年からは昭和 51 年にかけて簡易耐火構造の住宅が多く建設されている。木造住宅につ

いては平成 25 年から平成 27 年に建設された新しい団地（高齢者住宅や多家族向けも含む）も見

られる。別府団地は平成 30 年 4 月から供用開始である。 

 

表 2-3-2 建設年度別・構造別戸数割合 

 
※別府団地を含む 

 

図 2-3-1 建設年度別・構造別戸数推移 

木造 簡平 簡二 中耐三 中耐五 耐火平 耐火二 計

昭和45～54年度 0 40 18 0 0 0 0 58

(1970年代) 0.0% 25.0% 11.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 36.3%

平成2～11年度 0 0 0 36 0 6 8 50

(1990年代) 0.0% 0.0% 0.0% 22.5% 0.0% 3.8% 5.0% 31.3%

平成22年度～ 17 0 0 0 35 0 0 52

(2010年以降) 10.6% 0.0% 0.0% 0.0% 21.8% 0.0% 0.0% 32.4%

17 40 18 36 35 6 8 160

10.6% 25.0% 11.3% 22.5% 21.8% 3.8% 5.0% 100.0%
計
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第 2章 吉富町における町営住宅の現況 
 

（３）団地別供給状況 

 
団地別の供給状況をみると、幸子団地では全体のうち 50 戸（31.3％）を占めている。別府団

地では 35戸の中耐住宅が、現在（平成 29年 11 月末）建替中である。また、高浜団地、平原団地、

間尾団地では小規模の 3団地が簡易耐火構造で整備されている。山王団地では 17 戸、木造平屋構

造であり高齢者、多家族向けの構造となっている。 

構造別に見ると、中耐が全体のうち、71 戸（44.3％）を占めており、一番多い事が分かる。次

いで、簡易耐火構造（簡二、簡平）が 58 戸（36.3％）となっている。 

 

表 2-3-3 団地別・構造別戸数割合 

 
※資料：吉富町健康福祉課 

 

 

図 2-3-2 団地別・構造別戸数 

  

木造 簡平 簡二 中耐 耐火 計

0 20 0 0 0 20

0.0% 12.5% 0.0% 0.0% 0.0% 12.5%

0 20 0 0 0 20

0.0% 12.5% 0.0% 0.0% 0.0% 12.5%

0 0 18 0 0 18

0.0% 0.0% 11.3% 0.0% 0.0% 11.3%

0 0 0 36 14 50

0.0% 0.0% 0.0% 22.5% 8.8% 31.3%

17 0 0 0 0 17

10.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 10.6%

0 0 0 35 0 35

0.0% 0.0% 0.0% 21.8% 0.0% 21.8%

17 40 18 71 14 160

10.6% 25.0% 11.3% 44.3% 8.8% 100.0%
計

高浜団地

平原団地

別府団地

間尾団地

幸子団地

山王団地

1720 20 18

36 35

14

0

10

20

30

40

50

60

高浜団地 平原団地 間尾団地 幸子団地 山王団地 別府団地

耐火

中耐

簡二

簡平

木造
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第 2章 吉富町における町営住宅の現況 
 

（４）耐用年数超過状況 

 
公営住宅法施行令第 12条によると、町営住宅の耐用年数は以下のとおりである。 

 

・木造（木造）、簡易耐火平屋構造（簡平） 

・簡易耐火二階構造（簡二） 

・耐火構造（低耐、中耐、高耐） 

30 年 

45 年 

70 年 

 
計画策定時点（平成 29 年度）において、耐用年数を超過しているのは簡易平屋構造（簡平）の

40 戸で、全体の 25.0％を占めている。また、耐用年数の 1/2 を超過しているのは 18 戸（11.3％）

となっている。 

 

 

 
※資料：吉富町健康福祉課 

 

計画目標年次時点（平成 39 年度）において、耐用年数を超過するのは簡易耐火構造（簡平、簡

二）の 58戸で、全体の 36.3％を占める。 

 

 

 

※資料：吉富町健康福祉課 

計画策定時点
(平成29年度)

木造 簡平 簡二 中耐 耐火 計

0 40 0 0 0 40

0.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0%

0 0 18 0 0 18

0.0% 0.0% 11.3% 0.0% 0.0% 11.3%

17 0 0 71 14 102

10.6% 0.0% 0.0% 44.3% 8.8% 63.7%

17 40 18 71 14 160

10.6% 25.0% 11.3% 44.3% 8.8% 100.0%

耐用年数超過

耐用年数1/2超過

耐用年数1/2未超過

計

計画策定時点
(平成39年度)

木造 簡平 簡二 中耐 耐火 計

0 40 18 0 0 58

0.0% 25.0% 11.3% 0.0% 0.0% 36.3%

0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

17 0 0 71 14 102

10.6% 0.0% 0.0% 44.3% 8.8% 63.7%

17 40 18 71 14 160

10.6% 25.0% 11.3% 44.3% 8.8% 100.0%

耐用年数1/2未超過

計

耐用年数超過

耐用年数1/2超過

表 2-3-4 計画策定時点（平成 29年度）の耐用年数超過状況 

表 2-3-5 計画目標年次時点（平成 39年度）の耐用年数超過状況 
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第 2章 吉富町における町営住宅の現況 
 

（５）住戸設備状況 

 

団地ごとの住戸設備状況（バリアフリー、3 ヶ所給湯、浴槽の有無）を見ると、高浜団地、平

原団地、間尾団地については全ての住戸で設備が無い状況である。山王団地、別府団地について

は、全ての住戸に設備が有る状況である。幸子団地については、ほとんどの住戸で設備が無いが、

耐火平屋 6戸のみ一部バリアフリー化（段差解消）がされている。 

 

 

図 2-3-3 新耐震・旧耐震割合 

（６）新耐震旧耐震住棟 

 

新耐震、旧耐震別で見ると、新耐震の住棟は 14 棟（53.8％）存在し、旧耐震の住棟が約半数ほ

ど存在する事が分かる。団地別に見ると、高浜団地、平原団地、間尾団地が全て旧耐震の住棟で

あり、幸子団地、山王団地、別府団地が新耐震である。 

 

  表 2-3-6 団地別新耐震・旧耐震状況 

 

                    図 2-3-4 新耐震・旧耐震割合 

 

0
20

0
20

0
18

50
17

0
35

00

20

0

20

0

18

50

17

0

35

00

20

0

20

0

18

6

48

17

0

35

00

20

40

60

80

100

120

140

160

有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 有 無

高浜団地 平原団地 間尾団地 幸子団地 山王団地 別府団地

バリアフリー

3ヶ所給湯

浴槽の有無

新耐震 旧耐震

高浜団地 0 4

平原団地 0 5

間尾団地 0 3

幸子団地 5 0

山王団地 8 0

別府団地 1 0

合計 14 12

（単位：棟） 

53.8%46.2% 新耐震

旧耐震
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第 2章 吉富町における町営住宅の現況 
 

２－４ 入居状況 

 

（１）入居状況 

  

 各団地における入居状況は、以下の表のとおりである。全管理戸数 160 戸のうち、入居戸数 111

戸、空家戸数 49 戸であり、全体での空家率は 30.6％となっている。 

 
表 2-4-1 町営住宅の入居状況（H29 年 12 月末日時点） 

 

※別府団地の入居戸数については現在旧別府団地に入居している世帯を記載。 

 

図 2-4-1 団地別の入居戸数・空家戸数（H29 年 12 月末日時点） 

※別府団地の入居戸数については現在旧別府団地に入居している世帯を記載。 

 

管理
戸数

入居
戸数

空室
戸数

空家率

20 12 8 40.0%
20 14 6 30.0%
18 13 5 27.8%

R3-1 18 14 4 22.2%
R3-2 18 14 4 22.2%
R2 8 7 1 12.5%
R1 6 6 0 0.0%

2 2 0 0.0%
高齢者向け 4 4 0 0.0%

2 2 0 0.0%
高齢者向け 4 4 0 0.0%

3 3 0 0.0%
多家族向け 2 2 0 0.0%

20
高齢者向け 15

160 109 51 31.9%

12 23

計

65.7%

団地名

高浜団地
平原団地
間尾団地

幸子団地

山王団地

1

2

3

別府団地

12 14 13

41

17
12

8 6 5

9

0

23

0

10

20

30

40

50

60

高浜団地 平原団地 間尾団地 幸子団地 山王団地 別府団地

空室戸数

入居戸数
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第 2章 吉富町における町営住宅の現況 
 

（２）世帯主の年齢別世帯 

 
世帯主が 60 歳以上の世帯が最も多く、全体の 58.2％を占めている。次いで 30 歳～60 歳が

40.0％となっており、世帯主が高齢である世帯が全体の半数以上である事が分かる。 

 
図 2-4-2 世帯主の年齢別入居世帯の割合 

※平成 29年 11 月時点 資料：吉富町健康福祉課 

（３）世帯人員 

 
1 人世帯が最も多く、全体の 43.0％を占めている。次いで 2人世帯が 31.6％となっており、少

人数世帯が全体の 7割を超えている。世帯人員が多くなるにつれ割合が少なくなっている。 

  
図 2-4-3 世帯人員別入居世帯数割合 

※平成 29年 8月時点 資料：吉富町健康福祉課 

60歳以上
58.2%

30～60歳
40.0%

29歳以下
1.8%

43.0%

31.6%

15.8%

4.4% 2.6%

0.0%
1.8% 0.0%

0.0%
0.9%

1人世帯

2人世帯

3人世帯

4人世帯

5人世帯

6人世帯

7人世帯

8人世帯

9人世帯

10人世帯以上
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第 2章 吉富町における町営住宅の現況 
 

（４）世帯収入分位 

 
月収 104,000 円以下の世帯が最も多く、全体の 81.0％を占めている。 

高額所得世帯にあたるのは全体の 0.9％となっている。 

 

 

図 2-4-4 世帯収入分位入居世帯数割合 

※平成 29年 8月時点 資料：吉富町健康福祉課 
  

81.0%

6.4%

1.8% 4.5%

2.7%
0.9%

1.8%
0.0%

0.9%

Ⅰ： 0～104,000円

Ⅱ： 104,001円～123,000円

Ⅲ： 123,001円～139,000円

Ⅳ： 139,001円～158,000円

Ⅴ： 158,001円～186,000円

Ⅵ： 186,001円～214,000円

Ⅶ： 214,001円～259,000円

Ⅷ： 259,001円～313,000円

Ⅸ： 313,0011円以上
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第 2章 吉富町における町営住宅の現況 
 

２－５ 町営住宅の現状の課題 

 

本町の町営住宅の主な課題、対応については、以下のとおりである。 
 

○ 住環境を取り巻く課題 
 

本町の人口は 1980 年（昭和 55 年）に 7,749 人であったが、2015 年（平成 27 年）の国勢調査

では 6,627 人となり、全国的な傾向と同様に人口減少と少子高齢化が進行している状況にある。

国立社会人口問題研究所によれば、本町の将来人口は、2020 年（平成 32 年）には 6,261 人と推

計され、「吉富町まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、目標人口を 7,640 人として事業を展開

している状況にある。 

役場庁舎をはじめとする公共施設、JR 吉富駅や生活利便施設が町域の中央に位置することもあ

り、民間等集合住宅も多く配置するなど、利便性を重視した住宅環境が形成されている。 

 

○ 町営住宅ストック等による課題 
 

管理住戸の機能保全や向上、安全対策を図るため、バリアフリー化や環境負荷軽減を行うなど、

施設利用上の安全・安心を確保するための改善整備が必要である。 

財政状況が一層厳しくなると予想されるなか、行政サービスの質の維持や、安全・安心の確保

を図りながら、将来的な施設整備費の抑制、維持・更新費用の縮減やコストの軽減など、将来世

代への負担軽減が求められている。 

 
○ 居住ニーズへの対応と居住環境の課題 

 
多様な世帯の住宅や、働き方・住まいに対する価値観が変化するなか、子育てしやすい居住環

境づくり、高齢者が安心できる住まいの提供など、多様な居住ニーズを実現するため、福祉やま

ちづくり分野との連携による見守りや共助・互助のできる居住環境づくりが求められている。 
 

○ 古い住宅への課題 

 

平成に入ってから建設された比較的新しい木造住宅の経過年数は、いずれも耐用年数（30 年）

の 2 分の 1 未満であるが、昭和 49 年から昭和 52 年に建設された簡易耐火住宅は、全てが目標年

次時点で耐用年数を超過する。 

古い住宅については耐震性や防火性等が懸念されるため、入居者の安全を確保する上で、建替

もしくは用途廃止（解体）等による対応の必要性が高いと考えられる。 
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第 2章 吉富町における町営住宅の現況 
 

○ 入居対象となる世帯への設備の課題 

 

現在の入居状況としては、世帯主が 60 代以上の高齢者である世帯が半数以上となっており、

また、世帯人員が 2 人以下である少人数世帯が 6 割以上となっている。世帯人員が 5 人以上の多

人数世帯も一定の割合存在する。 

町営住宅は住宅確保要配慮者への住まいの提供という役割が大きく、その対象としては、高齢

者のいる世帯、ひとり親世帯や多子世帯を含む子育て世帯等、多様化してきている。こういった

世帯について、居住の安定を確保し、安全・安心な住宅とするため、建物自体や住戸内のバリア

フリー化を進めていく必要があると考えられる。 

 

○ 団地ごとの課題 

 

高浜団地：計画策定時点（平成 29 年度）において、既に耐用年数を超過しており、耐震性も懸念

されるため、建替もしくは用途廃止による対応の必要性が高い。 

 

平原団地：計画策定時点（平成 29 年度）において、既に耐用年数を超過しており、耐震性も懸念

されるため、建替もしくは用途廃止による対応の必要性が高い。 

 

間尾団地：5 年後（平成 34 年）には耐用年数となる 45 年（簡二耐火）を超過し、耐震性も懸念

されるため、建替もしくは用途廃止による対応の必要性が高い。 

 

幸子団地：耐震性は有るものの、住戸設備状況が悪いこと等もあり、現状空家も存在している。

建設から既に 21 年から 24 年が経過し、経年劣化により外壁等や設備面での大規模改

修等も必要になっている。中耐住棟のため、耐用年数が 70年あり、今後も長期的に使

用していくためにも住棟の改善が必要であると考えられる。 

 

山王団地：平成 25 年～平成 27 年に建替を行った団地のため、現時点では特に問題は無いが、今

後長寿命化を図っていくためにも、定期的な点検と計画修繕を行う。 

 

別府団地：平成 30年に新設する団地のため、現時点では特に問題は無いが、今後長寿命化を図っ

ていくためにも、定期的な点検を行う。 
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第３章 長寿命化に関する基本方針 
 

第３章 長寿命化に関する基本方針 

 

「第２章 吉富町における町営住宅の現況 ２－５ 町営住宅の現状の課題」から、町営住宅

の長寿命化に関する基本方針を設定する。 
 

 
（１）老朽住戸解消と建替をしない継続管理 

 
山王、別府団地を除く全体の 37.0％で耐用年数を経過しており、間尾団地においても 5年

後（2022 年）には耐用年数となる 45 年を迎える。昭和 49 年度から 52 年度までに建設され

た簡易耐火構造等のストックで住戸面積が狭小で、設備面でも老朽化・陳腐化が著しいこと

から、入居者の安全性確保の観点から当面は維持継続するものの、用途廃止や統合等による

解消を検討する。 

 

（２）予防保全的な適正修繕・管理 

 
耐火構造である幸子団地について、耐用年数は経過していないものの、建設からすでに 21

年から 24年が経過し、経年劣化により外壁等や設備面での大規模改修等も必要になっている。

また長寿命化計画に先行して、町営住宅長期修繕計画による劣化調査・診断を行い、長寿命

化計画に反映させ、予防保全的な修繕・改善を適正に実施することによる財政負担の軽減を

図る。 

 
（３）各世代に対応した居住性の向上 

 
入居世帯のうち高齢世帯割合も増加するなか、高齢者対応に向けた改善が必要となる。震

災や社会情勢等により更なるセーフティネット機能への要望が高まると考えられることなど

から、バリアフリー化を図る。 

若い世帯や、子育て世代が使い勝手や老朽化により町外への転出がないよう、計画的・経

常的な修繕やグレードアップ等の改善と併せて居住性の向上を検討し定住人口の維持に寄与

する町営住宅の供給を図る。 
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第４章 町営住宅長寿命化計画における事業手法の選定 

 

第４章 町営住宅長寿命化計画における事業手法の選定 

４－１ 団地別・住棟別事業手法の選定 

 

（１）ストック活用の選定フロー 

 各団地のストック活用の判定においては、基本的に公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28

年 8 月改定）に記載されているフローに基づき、下記のように進める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-1 ストック活用の選定フロー 参照：公営住宅等長寿命化計画策定指針 
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第４章 町営住宅長寿命化計画における事業手法の選定 

 
（２）公営住宅等の需要の見通しに基づく将来ストック量の推計 

 

公営住宅等（以下、「町営住宅」という。）の需要の見通しの検討にあたっては、30 年程度の中

長期的な時点における世帯数等の推計を基に自力では最低居住面積水準を達成することが著しく

困難な年収である世帯（以下、「著しい困窮年収未満の世帯」という。）を推計するため、国立社

会保障・人口問題研究所が推計、公表している「日本の地域別将来推計人口」や総務省が公表し

ている「国勢調査」等のデータを基に、国のプログラムである「ストック推計プログラム」を用

いて算出する。 

 

 
2015 

年度央 

2020 

年度央 

2025 

年度央 

2030 

年度央 

2035 

年度央 

2040 

年度央 

2047 

年度央(推計) 
著しい困窮年収 

未満の世帯数 
317 275 236 202 174 154 126 

 

 

推計した結果、2015 年～2040 年度までの著しい困窮年収未満の世帯数は、10 年後（2027 年（平

成 39年））で 222 世帯、2040 年で 154 世帯である。また、30 年後の 2047 年には 126 世帯ほどと

なっていることが予測される。 

このすべてを町の町営住宅によってまかなうことは社会・経済情勢、町の財政状況等を考慮す

れば現実的ではない。また、居住の安定の確保については、町の町営住宅の提供だけでなく、町

内の県営住宅の存在（20戸）や、公的賃貸住宅や老人ホーム等への入居等での対応が可能と考え

られる。30 年後の管理戸数等も見込み、本計画の目標管理戸数は 160 戸（現状維持）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現時点での町営住宅の管理戸数 160 戸 

2027 年度の目標管理戸数 160 戸(現状維持) 

2047 年度の目標管理戸数 約 100 戸(推計) 
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第４章 町営住宅長寿命化計画における事業手法の選定 

 
（３）ストック事業手法の判定 

 
選定フロー及び選定基準に基づき、吉富町における町営住宅の判定を行う。 
 
１）社会的判断による１次判定 

 吉富町における町営住宅の管理状況を住宅別、住棟別に整理する。前述の活用の選定フローに

基づき、需要、効率性、立地条件により、対象住宅（住棟）ストックの事業手法の判定を行う。 

 

① 需要の判定、効率性、立地条件による判定 

 

 「維持管理について判断を保留する団地」と「維持管理する団地」を判定する。需要の判定、

効率性、立地条件から判定を行う。 

 需要の判定は、入居率によるもの、効率性は、用途地域の評価、敷地形状、敷地面積によるも

のとし、立地は、災害危険区域等、バス停までの距離によるものとする。 

 

 

 

 

 

 

図 4-2 社会的判断による１次判定結果 

 

 

 

 

 

  

需要 入居率＞80％ 需要有り

第一種低層住居専用地域以外 効率性良い

敷地形状＝整形　かつ
敷地面積＞1500㎡

効率性良い

バス停までの距離　400m以内 立地良い

津波、浸水の災害危険区域に
入っていない

立地問題なし

立地

効率性

維持管理について
判断を保留する団地

維持管理する団地

高浜、平原、間尾、山王 幸子、別府

上記全てに該当 
上記に 1つでも 

非該当 
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第４章 町営住宅長寿命化計画における事業手法の選定 

 
２）物理的判断による１次判定 

 

 社会的特性による判断で「維持管理する団地」については、改善が必要かどうか、または優先

的な対応の中で改善が可能かどうかの判断を行う。 

 また、社会的特性による判断で「維持管理について判断を留保する団地」については、維持管

理、改善、建替え、用途廃止の検討を行う。 

 

① 躯体の安全性の判定 

 躯体の安全性については、建設年度と 1981 年（昭和 56 年）の新耐震基準の適合状況によって

判断する。 

 

表 4-1 新耐震基準の適合状況 

 

 

② 避難の安全性の判定 

 避難の安全性については、二方向避難及び防火区画の有無によって判断する。 

 二方向避難は、ベランダ及び階段で二方向の出入口が確保されているかの判断を行う。複数建

ての住居では、一階部は入口とベランダで二方向確保がされているものとし、二階以上の階では、

ベランダ部に避難路が確保されていない場合は避難器具の有無を調べ、避難器具もない場合には

未確保として判定を行う。また、防火区画に関しては、公営住宅等整備基準に基づいて設計され

ているため、全ての住宅で確保されているものとして判定を行う。 

 

表 4-2 避難の安全性の判定 

 

  

団地 竣工年度 新耐震基準の適合状況

高浜団地 1974 旧耐震

平原団地 1976 旧耐震

間尾団地 1977 旧耐震

幸子団地 1993～1996 新耐震

山王団地 2013～2015 新耐震

別府団地 2017 新耐震

団地 二方向避難 判定 防火区画 判定

高浜団地 確保 ○ 確保 ○

平原団地 確保 ○ 確保 ○

間尾団地 確保 ○ 確保 ○

幸子団地 確保 ○ 確保 ○

山王団地 確保 ○ 確保 ○

別府団地 確保 ○ 確保 ○
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第４章 町営住宅長寿命化計画における事業手法の選定 

 
③ 居住性の判定 

 居住性では、住棟の居住性、住戸の居住性等の項目について判定を行う。 

 判定の項目は、「最低居住水準面積」「浴槽の有無」「バリアフリー」「3 箇所給湯」に基づき判

定を行う。 

 

表 4-3 居住性の判定 

 

※最低居住面積水準については住戸面積が 40㎡以上あれば「○」とする。 

 

 ２）物理的判断による１次判定①～③についての判定は以下の表 4-4のとおりとする。 

 

表 4-4 物理的判断による１次判定 

 

 

 

 

 

 

（４）1次判定結果 

 

「１）社会的判断による１次判定」と「２）物理的判断による１次判定」より、1 次判定結果は

以下に示すとおりである。 

表 4-5 1 次判定結果 

 

団地 最低居住面積水準 浴槽の有無 バリアフリー 3ヶ所給湯

高浜団地 ○ 無 無 無

平原団地 ○ 無 無 無

間尾団地 ○ 無 無 無

幸子団地 ○ 無 有（一部） 無

山王団地 ○ 有 有 有

別府団地 ○ 有 有 有

躯体の安全性 新耐震基準 安全性有り

避難の安全性
二方向避難、防火区画
ともに確保

安全性有り

居住性
最低居住面積水準、浴槽の有
無、バリアフリー、3ヶ所給湯全て
「○」or「有」

問題なし

2）物理的判断

1）社会的判断

優先的な改善、
又は優先的な建替

改善、又は建替維持管理

優先的な対応が必要
（改善不可能）

優先的な対応が必要
（改善可能）

改善が必要改善不要

高浜、平原、間尾

幸子、別府 別府 幸子

優先的な改善、優先的な建替、
又は優先的な用途廃止

優先的な建替

　優先的な建替、又は
優先的な用途廃止

継続管理について
判断を留保する団地

継続管理する団地

維持管理、
又は用途廃止

改善、建替、
又は用途廃止

高浜、平原、間尾、山王 山王
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第４章 町営住宅長寿命化計画における事業手法の選定 

 
（５）２次判定 

 

 2 次判定では、選定フローにおいては、LCC 及び建替事業量による判断により改善か建替かを判

定、また、将来ストック量による判断により継続管理かどうかの判定を行うこととなっている。 

 

① LCC による判断 

 １次判定においてLCC算出対象になった団地についてLCCを算出し、改善か建替かを判定する。 

 

② 将来ストック量による判断 

  将来ストック量による判断の概要は、以下のとおりである。 

 

・建替又は用途廃止候補の団地を対象として、ストック推計を踏まえて将来的な活用の優先順

位を検討し、将来にわたって「継続管理する団地」とするのか、将来的には他団地との集約

等により用途廃止することを想定する「当面管理する団地（建替を前提としない）」とする

のかの判定を行う。さらに、事業手法を仮設定する。 

 

・一方で、ストック推計や、将来における公的賃貸住宅・民間賃貸住宅等との役割分担を検討

した上で、町営住宅の新規整備についても検討を行う。 

 

 この考え方を基本として、本町における将来人口の推計等の内容を踏まえて計画目標年次にお

ける将来ストック量を検討すると、160 戸となる。 

 将来ストック量を踏まえ、将来的な活用の方針を検討し継続管理する団地（建替）とするのか、

当面管理する団地（建替を前提とせず、用途廃止を想定）とするのかを判定する。 
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第４章 町営住宅長寿命化計画における事業手法の選定 

 
（６）３次判定 

 

 1 次判定では団地及び住棟単位の社会的特性及び物理的特性で判断し、2次判定では住棟単位の

技術的判断を行った。しかし、複数の住棟から構成される団地では、大規模であり、団地内にお

いて異なる事業手法の判定を受ける住棟が混在するなど、事業の円滑・効率的な実施の観点から、

必ずしも判定が適切とは考えられないケースもある。 

 また、今回、判定指標には考慮されなかった団地や住棟、または地域が持つ固有の制約条件な

どにより、1次判定及び 2次判定で選定された事業手法が合理的ではない場合も考えられる。 

これらの事態を踏まえ、3 次判定にあたっては、下記の事項を基本要件として総合的な判定を行

う。 

 

① 集約・再編等の可能性による再判定 

概要 

・1次、2次判定結果を踏まえ、集約や再編等の検討対象となり得る団地や、異なる事業手法に判

定された住棟が混在する団地等は、効率的な事業実施のため、必要に応じて建替や改善等の事

業手法を再判定する。 

・あわせて、効率的な事業実施や地域ニーズへの対応等の観点から総合的な検討を行う。 

 

② 計画期間における事業手法の決定 

概要 

・長期的な管理の見通しに基づき、計画期間（10 年以上）内に実施を予定する事業（新規整備、

改善、建替、用途廃止）を決定する。 

 

 さらに、団地単位での効率的ストック活用、まちづくりの観点から見た地域整備への貢献、地

域単位での効率的ストック活用、周辺道路の整備状況、仮住居の確保、他の事業主体との連携等

を踏まえ、判定を行う。 
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第４章 町営住宅長寿命化計画における事業手法の選定 

 
（７）判定結果 

 

 1 次判定～3次判定の結果、以下に示す表の通りである。 

 

表 4-6 判定結果 

 

 

表 4-7 各団地ごとの事業手法と管理戸数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

団地
住宅の
種類

棟数
管理
戸数

竣工年度 構造 1次判定結果 2次判定結果 3次判定結果

高浜団地 公営 4 20 1974 簡平
優先的な建替え、

又は優先的な用途廃止
優先的な建替 優先的な建替（次期）

平原団地 公営 5 20 1976 簡平
優先的な建替え、

又は優先的な用途廃止
優先的な建替 優先的な建替（次期）

間尾団地 公営 3 18 1977 簡2
優先的な建替え、

又は優先的な用途廃止
優先的な建替 当面維持管理

幸子団地 公営 5 50
1993
～1996

耐平、耐2、
中耐3

改善、又は建替 改善 改善

山王団地 公営 8 17
2013
～2015

木平 維持管理、又は用途廃止 維持管理 維持管理

別府団地 公営 4 35 2017 中耐5 維持管理 維持管理 維持管理

高浜団地 4 20 20 平原団地集約建替（次期）

平原団地 5 20 20 平原団地集約建替（次期）

間尾団地 3 18 18 次期建替検討

幸子団地 5 50 50 長寿命化型改善

山王団地 8 17 17

別府団地 4 35 35

合計 29 160 0 40 50 52 0 18 0

当面

団地概要

団地 棟数
管理
戸数

備考用途
廃止当面

維持管理
改善し当面
維持管理

維持管理

事業手法

改善

建替
（次期）

継続
建替
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第４章 町営住宅長寿命化計画における事業手法の選定 

 
（８）判定結果を踏まえた団地場所位置図 

 

 判定結果を踏まえた団地場所位置図を以下、図 4-3に示す。 

図 4-3 判定結果を踏まえた団地場所位置図 

県営住宅 

整備中道路 

集約建替 

継続して管理する団地 

当面管理する団地 
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第５章 町営住宅長寿命化計画のための実施方針 

 
 

第５章 町営住宅長寿命化計画のための実施方針 

 前章で選定した各事業手法について、その実施方針を次に示す。 
 

５－１ 点検の実施方針 

  
 法定点検については、法令に基づく適切な点検を実施する。法定点検対象外の団地においては、

建築基準法第１２条の規定に準じた定期点検を計画する。 

 また、すべての住棟を対象に日常点検を実施する。日常点検は、国土交通省住宅局住宅総合整

備課による「公営住宅等日常点検マニュアル（平成 28 年 8月）」に則り、年に一度程度実施する

ことを基本とし、効率的に行う。 

法定点検の項目にはないもの（遊具、外構、自転車置き場等）についても、町営住宅の適切な

維持管理のために状況を把握することが必要と考えられるものについては、日常点検において点

検することとする。 

 

定期点検の結果は、それぞれデータベースに記録し、修繕・維持管理の的確な実施や次回の点

検に役立てることとする。 

 
次ページに公営住宅等日常点検マニュアルの日常点検項目一覧（耐火準耐火編、木造編）を示

す。 
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第５章 町営住宅長寿命化計画のための実施方針 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 5-1 日常点検項目一覧（耐火準耐火編、木造編） 
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第５章 町営住宅長寿命化計画のための実施方針 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

出典：公営住宅等日常点検マニュアル（耐火準耐火編、木造編） 

   平成 28年 8月国土交通省住宅局 住宅総合整備課 
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第５章 町営住宅長寿命化計画のための実施方針 

 
５－２ 計画修繕の実施方針【幸子団地、間尾団地、山王団地】 

 
本計画における修繕対応としては、標準的な修繕周期を踏まえた定期的な点検や経常的な修繕

を実施する。また、適切な時期に予防保全的な修繕を実施することで、居住性や安全性等の維持・

向上を図り、長期的な活用をめざす。 
 
点検結果及びデータベース等の内容を踏まえ、予防保全的な観点から計画修繕を実施すること

が重要となる。よって、本長寿命化計画における 10 年間の事業予定に加え、中長期的な視点によ

り、将来見込まれる修繕工事の内容、時期、費用等をあらかじめ想定しておくこととする。 
 
また、将来的に建替予定としている団地については、残存耐用年数や修繕項目の修繕周期等も

踏まえて改善・修繕事業の要否を判断し、場合によっては実施しないことも可能とする。 
 

 計画修繕の修繕周期は概ね次ページ、表 5-2のとおりである。 
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第５章 町営住宅長寿命化計画のための実施方針 

 
 

 

 
 

表 5-2 修繕周期表 
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第５章 町営住宅長寿命化計画のための実施方針 

 
 

 
 

34



第５章 町営住宅長寿命化計画のための実施方針 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：公営住宅等日常点検マニュアル（耐火準耐火編、木造編） 

   平成 28年 8月国土交通省住宅局 住宅総合整備課 
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第５章 町営住宅長寿命化計画のための実施方針 

 
５－３ 改善事業の実施方針【幸子団地】 

 
 町営住宅の長寿命化にあたり、維持管理のための改善事業について「事業手法の選定」に規定

する個別改善の方針を定める。また、「平成 29 年度 幸子団地修繕調査・診断業務」の結果を反

映させたものとする。 

 
○居住性確保 

  

方針 内容 

住戸・住棟設備の機能向上を行い、居住性の

向上を確保する。 

給湯設備の改善設置、排水処理施設の整備、浴

室、トイレの改善など 住戸内設備改善 

 
○福祉対応 

 

方針 内容 

高齢者・子育て世帯等が安全・安心して生活

できるようにバリアフリー化を進める。 

住戸内部・共用部の段差解消、手摺の設置、廊

下・浴室・トイレ等の高齢者対応など 

 
○安全性確保 

  
方針 内容 

防犯性や落下・転落防止など、生活事故防止

に配慮した改善を行う。 

安全性や防犯に配慮した建物部品の設置 等 

 
○長寿命化 

 

方針 内容 

団地・住棟の耐久性の向上や躯体への影響の

軽減、維持管理における予防保全的な改善を

進める。 

外壁や屋根・屋上防水の耐久性の向上、給排水

管の耐久性の向上、外壁やサッシなど省エネ化

の向上 等 
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第５章 町営住宅長寿命化計画のための実施方針 

 
 

５－４ 建替事業の実施方針【高浜団地、平原団地（次期）】 

 
建替事業は、町の将来的な財政状況、周辺地域の居住環境における住宅需要、子育て世帯や高

齢者世帯に対する利便性などを考察し、適切な整備水準の確保、効率的な整備・管理に配慮した

整備方針で進める。なお、建替の際には、入居者の負担軽減を図ることを基本とし、入居者へは

事前に十分な説明を行い、住み替えにおいても負担軽減に努める。 
実施方針については以下に基づき建替を行う。ただし、計画期間内では幸子団地の改善事業を

優先的に行うため、高浜団地と平原団地の建替については幸子団地改善後、2025 年頃（予定）か

ら次期にかけて建替事業の検討を行うこととする。 

 
① 団地の集約化 

少子高齢化社会を迎え、今後、公営住宅等に対する需要の動向も変化することが想定されるこ

とから、人口減少社会に対応した効率的な維持管理を行うため、団地の集約を図る。 
集約場所については、表 5-4より、利便性の良さや立地等を考慮し、平原団地での集約建替が

妥当であると現状では考えられる。 
 

表 5-4 団地場所の比較 
 平原団地 高浜団地 

用途地域制限 なし なし 
土地形状 整形 整形 

災害危険区域 なし 浸水 
保育園 町立吉富保育園（300m） 昭和保育園（900m） 

小学校 吉富町小学校（500m） なし 

その他公共施設 天仲寺公園（350m）、吉富町役場

（600m）、吉富駅（850m）吉富郵便

局（1km）等 

なし 

 
 

② 入居世帯を考慮した型別供給・世代間バランス 
将来人口推計や世帯構成の変化を考慮した型別供給を行う。 
また、中長期的な観点から団地内の世代間バランスが図られるよう、多様な世帯の居住促進に

資する住宅の供給に努める。 
 

③ コミュニティの増進 

入居世帯の高齢化の進展により団地内のコミュニティ活動が衰退しているため、入居者の利便

性のほか、集会室や児童遊園等の付帯施設の整備により、団地内のコミュニティの形成を図る。 
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５－５ 長寿命化のための事業実施予定一覧 

 

計画期間における公営住宅等の整備・改善等に係る事業実施計画を、国の様式１～３によりま

とめ、次頁以降に示す。 
 
【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 

 

【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧 

 

【様式３】共同施設部分に係る事業の実施予定一覧〈集会所・遊具等〉 

     ※現段階で事業実施予定は無いため、様式のみ記載する。 
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第６章 ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）とその縮減効果

 

第６章 ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）とその縮減効果

６－１ ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算出の考え方

長寿命化型改善とした団地・住棟を対象に、ライフサイクルコスト（以下、ＬＣＣとする）の

算出を行う。 
長寿命化型改善を実施する場合と実施しない場合について、評価期間中に要するコストを算出

し、住棟単位（戸あたりコスト×当該住棟における住戸数）で年あたりのコスト比較を行うこと

とする。算出に関わる根拠、数値については、国の公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成

年 8 月改定）をもとに、条件整理や設定を行

指針における算出イメージは、以下の図のとおりである。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①1棟のＬＣＣ改善効果＝ＬＣＣ

②【ＬＣＣ（計画前）】 

＝（建設費＋修繕費＋除却費）

※公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業（

間に要するコスト 

③【ＬＣＣ（計画後）】 

＝（建設費＋改善費＋修繕費＋

※公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業（

（目標管理期間）に要するコスト

図 6-1 ＬＣＣとその縮減効果の算出イメージ

ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）とその縮減効果 

 

ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）とその縮減効果 

ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算出の考え方 

長寿命化型改善とした団地・住棟を対象に、ライフサイクルコスト（以下、ＬＣＣとする）の

長寿命化型改善を実施する場合と実施しない場合について、評価期間中に要するコストを算出

し、住棟単位（戸あたりコスト×当該住棟における住戸数）で年あたりのコスト比較を行うこと

根拠、数値については、国の公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成

月改定）をもとに、条件整理や設定を行う。 
指針における算出イメージは、以下の図のとおりである。 

ＬＣＣ（計画前）－ＬＣＣ（計画後） 

費）※／評価期間（改善非実施） 

※公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業（ＬＣＣ算定対象）を実施しない場合に想定される管理期

修繕費＋除却費）※／評価期間（改善実施） 

※公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業（ＬＣＣ算定対象）を実施する場合に想定される管理期間

（目標管理期間）に要するコスト 

ＬＣＣとその縮減効果の算出イメージ 

 

長寿命化型改善とした団地・住棟を対象に、ライフサイクルコスト（以下、ＬＣＣとする）の

長寿命化型改善を実施する場合と実施しない場合について、評価期間中に要するコストを算出

し、住棟単位（戸あたりコスト×当該住棟における住戸数）で年あたりのコスト比較を行うこと

根拠、数値については、国の公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28

算定対象）を実施しない場合に想定される管理期

算定対象）を実施する場合に想定される管理期間
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国のプログラムをもとにＬＣＣを算出する。算出の手順を次に示す。 
【算出の手順】 

計
画
前
モ
デ
ル 

①評価期間（改善非実施）Ａ 

長寿命化型改善事業を実施しない場合に想定される管理期間 

国の試算例を踏まえ、50年と設定する。 

②修繕費Ａ 

修繕費＝（当該住棟の建設費×修繕項目別の修繕費乗率）の累積額 
建設時点から①評価期間（改善非実施）Ａ末までの各年の修繕費を累積した費用とする。

修繕項目・修繕費乗率・修繕周期は国の試算例を参考とし、現時点以後の各年の修繕費に

ついては、現在価値化して算出する。 
③建設費 

推定再建築費＝（当該住棟の建設時点に投資した建設工事費 
×公営住宅法施行規則第 23 条の率） 

④除却費Ａ 

評価期間（改善非実施）末に実施する除却工事費 
⑤計画前ＬＣＣ 

計画前ＬＣＣ＝（③建設費＋②修繕費Ａ＋④除却費Ａ） 
÷①評価期間（改善非実施）Ａ 

（単位：円／戸・年） 

計
画
後
モ
デ
ル 

⑥評価期間（改善実施）Ｂ 

公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業（ＬＣＣ算定対象）及び当計画の計画期間以

後に想定される改善事業（ＬＣＣ算定対象）を実施する場合に想定される管理期間（目標

管理期間） 
国の試算例を踏まえ、長寿命化型改善を行ったことにより期待される延長される年数を

考慮して、70年（20年延長）と設定する。 
⑦修繕費Ｂ 

修繕費＝（当該住棟の建設費×修繕項目別の修繕費乗率）の累積額 
建設時点から⑥評価期間（改善実施）Ｂ末までの各年の修繕費を累積した費用とする。

修繕項目・修繕費乗率・修繕周期は国の試算例を参考とし、現時点以後の各年の修繕費に

ついては、現在価値化して算出する。 
⑧長寿命化型改善費 

当該改善を複数回行う場合は、それらの合計費用とする。現時点以後の各年の修繕費に

ついては、現在価値化して算出する。 
⑨建設費 

推定再建築費＝（当該住棟の建設時点に投資した建設工事費 

×公営住宅法施行規則第 23 条の率） 

⑩除却費Ｂ 

評価期間（改善実施）末に実施する除却工事費 
⑪計画後ＬＣＣ 

計画後ＬＣＣ＝（⑨建設費＋⑧長寿命化型改善費＋⑦修繕費Ｂ＋⑩除却費Ｂ） 
÷⑥評価期間（改善実施）Ｂ 

（単位：円／戸・年） 

Ｌ
Ｃ
Ｃ
縮
減
効
果 

⑫年平均縮減額 

年平均縮減額＝⑤計画前ＬＣＣ－⑪計画後ＬＣＣ 
⑬住棟あたりの年平均縮減額 

以上より求めた年平均縮減額は戸あたりの額であり、これに当該住棟の住戸数分を積算

して、住棟あたりの年平均縮減額を算出する。年平均縮減額がプラスであれば、ＬＣＣ縮

減効果があるものと判断する。 
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６－２ ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減効果 

 
本計画において長寿命化型改善を行う団地・住棟を対象に、ＬＣＣとその縮減効果の算出を行

った結果を以下の表に示す。 
 

表 6-2 ライフサイクスコスト（ＬＣＣ）の縮減効果 

 
 
 
ライフサイクスコスト（ＬＣＣ）を算出することによる効果は以下があげられる。 
 

 定期点検の実施により、適切な時期に予防保全的な修繕及び耐久性の向上等を図る改善を

実施することで、町営住宅の長寿命化が図られ、コストの縮減につながる。 

 適切な修繕及び改善を実施することで、建物の老朽化や劣化による事故等を未然に防ぐこ

とができ、町営住宅の安全性が確保される。 

 団地特性等を踏まえ、重要度に応じた維持管理及び適切な時期での修繕・改善を実施する

ことで、効率的な維持管理を実施できる。 

 
 
 
 

団地名 住棟 管理戸数 構造 建設年度
年平均縮減額
（円／戸・年）

年平均縮減額
（円／棟・年）

R3-1 18 中耐3 1993 85,625 1,541,245

R3-2 18 中耐3 1994 93,207 1,677,719

R2 8 耐2 1996 98,947 791,576

R1 6 耐平 1996 98,933 593,598

幸子団地
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第７章 計画の実現に向けて 

 ７－１ 計画の実現に向けて 

 

計画の実現に向けて、入居者の理解や協力、また必要な財源の確保がなければ事業を実施して

いくことができないため、以下の課題についても検討していく必要がある。 

 

（１）事業の平準化 

 

 主に幸子団地において様々な改善事業を検討しているため、各年度事業量が均等になるように

適切なスケジュール管理を行う必要がある。また、残りの耐用年数も考慮し、事業の優先順位の

設定を行う。外壁、屋根等の修繕周期を経過した大規模修繕項目については、建設年度が早い住

棟から行うこととし、修繕周期を超えていない改善項目に関しては、修繕周期表を参考とする。 

 

（２）幸子団地の改善工事費用の確保 

 

外壁、屋根、給排水管等の大規模修繕に加え、住戸設備の更新・改善、高齢者対応等様々な改

善事業を検討しているため、計画的な工事費用の確保が必要になる。財源の確保が大きな課題で

あることから、社会資本整備総合交付金などを活用した計画とする。 

 

（３）居住者に配慮した事業の実施 

 

 事業実施ににあたり入居者の負担軽減を図ることは重要であり、早期から入居者へ十分な説明

を行うとともに意向を把握し、入居者意向を適切に反映させ入居者理解の促進並びに合意形成に

努め、事業の円滑な推進を図る必要がある。実施時期や工法等によって、居住者への負担が軽減

されるように進めていく必要がある。 
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